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株式会社デジオン 第９期決算公告 

平成 20 年３月 28 日 

 

貸 借 対 照 表 

（平成 19 年 12 月 31 日現在） 

（単位：千円） 

資産の部 負債の部 

科目 金額 科目 金額 

流動資産 1,434,795 流動負債 524,778 

  現金及び預金 958,420  買 掛 金 115,186 

  売 掛 金 417,875  一年以内返済長期借入金 18,750 

  製 品 1,688  一年以内償還社債 352,000 

  仕 掛 品 39,405  未 払 金 15,042 

  前 払 費 用 16,410  未払法人税等 6,430 

  繰延税金資産 2,753  未払消費税等 1,710 

  そ の 他 750  預 り 金 9,239 

  貸 倒 引 当 金 △2,507  返品調整引当金 34 

固定資産 682,891  そ の 他 6,383 

 有形固定資産 12,545 固定負債 568,000 

  建 物 2,689  社 債 568,000 

  工具器具備品 9,856 負債合計 1,092,778 

 無形固定資産 591,332 純資産の部 

  商 標 権 864 科目 金額 

  ソフトウェア 251,113 株主資本 1,024,908 

  ソフトウェア仮勘定 338,850  資本金 696,350 

  そ の 他 503  資本剰余金 597,410 

 投資その他の資産 79,012  資 本 準 備 金 597,410 

  長期前払費用 28,747  利益剰余金 △268,851 

  繰延税金資産 7,750  その他利益剰余金 △268,851 

  差 入 保 証 金 42,515   プログラム準備金 17,284 

      繰越利益剰余金 △286,135 

    純資産合計 1,024,908 

資産合計 2,117,687 負債・純資産合計 2,117,687 
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損 益 計 算 書 

平成 19 年 1 月 1 日から 

平成 19 年 12 月 31 日まで 

（単位：千円） 

科目 金額 

Ⅰ 売上高  1,062,763

Ⅱ 売上原価  583,492

 売上総利益  479,271

Ⅲ 販売費及び一般管理費  403,313

 営業利益  75,957

Ⅳ 営業外収益  

  受 取 利 息 240

  雑 収 入 554 795

Ⅴ 営業外費用 

  支 払 利 息 1,054

  社 債 利 息 2,047

  社 債 発 行 費 9,351

  支 払 保 証 料 1,794

  為 替 差 損 7,166 21,414

 経常利益 55,338

 税引前当期純利益 55,338

 法人税、住民税及び事業税 4,111

 法人税等調整額 △10,503 △6,392

 当期純利益 61,731
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個 別 注 記 表 

 

Ⅰ 重要な会計方針 

 

１．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

・製 品 総平均法による原価法 

・仕掛品 個別法による原価法 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

・有形固定資産 定率法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物      15 年 

工具器具備品  3 年～8年 

・無形固定資産 定額法 

なお、市場販売目的のソフトウェアについては、ソフトウェ

アの見込販売可能期間（3 年以内）における見込販売収益に

基づく償却額と見込販売可能期間に基づく償却額のいずれ

か大きい額により償却しております。自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利用可能期間（5 年）に基づく

定額法によっております。 

・長期前払費用 均等償却によっております。 

 

３．繰延資産の処理方法 

・社債発行費 支出時に全額費用処理しております。 

 

４．引当金の計上基準 

・貸倒引当金 売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

・返品調整引当金 一部の製品については、期末日後予想される返品に備えるた

め、過去の返品率に基づき返品見込額を計上しております。 

 

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

・消費税等の会計処理 消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 
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（会計方針の変更） 

 

１．当事業年度より、平成 19 年度の税制改正に伴い、平成 19 年 4 月 1 日以降に取得した

有形固定資産については、改正後の法人税法に規定する減価償却の方法によっており

ます。 

 なお、この変更に伴う営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に与える影響は軽

微であります。 

 

 

Ⅱ 貸借対照表に関する注記事項 

 

１．担保に供している資産 

 日本政策投資銀行からの長期借入金 18,750 千円に対して、当社のプログラム著作物

である DigiOnSound4、DigiOnAuthor2 for DVD に質権が設定されております。プログ

ラム著作物は、評価額の算定が困難であるため、金額の記載を省略しております。 

 

２．有形固定資産の減価償却累計額  28,767 千円 
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Ⅲ 税効果会計に関する注記事項 

 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因 

 （単位：千円） 

   繰延税金資産 

    一括償却資産損金算入限度超過額 1,028 

    貸倒引当金損金算入超過額 945 

    減価償却超過額 38,505 

    返品調整引当金損金算入超過額 14 

    未払事業税等 1,147 

    繰越欠損金   87,183 

   繰延税金資産小計 128,824 

   評価性引当額  △106,604 

   繰延税金資産合計 22,219 

   繰延税金負債 

    プログラム準備金   11,716 

   繰延税金負債合計   11,716 

   繰延税金資産の純額 10,503 

 

Ⅳ 関連当事者との取引に関する注記事項 

 

１．親会社及び法人主要株主等 

 

関係内容 

属性 会社等の名称 住所 
資本金又 
は出資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)
割合(％)

役員の
兼任等

事業上
の関係

取引の内容 
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高
(千円)

主要株
主 ( 会
社等) 

㈱アイ・オー・
データ機器 

石川県
金沢市 

3,588,070 
コンピュー
タ周辺機器
製造 

被所有 
直接10.9

なし 
製品の販
売先 

 
当社製品の
販売(注)2 
 

50,778 － －

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。 

２．製品の販売については、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決

定しております。 
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２．役員及び個人主要株主等 

 

関係内容 

属性 会社等の名称 住所 
資本金又 
は出資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)
割合(％)

役員の
兼任等

事業上
の関係

取引の内容 
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高
(千円)

役員及
び個人
主要株
主 

田浦寿敏 － － 
当社代表取
締役社長 

被所有 
直接21.8

－ － 

当社東京オ
フィス賃借
の際の債務
被保証 

(注)1 

－ － －

（注）１．東京オフィスの賃借（月額 1,432 千円の前払い）に対しまして、田浦寿

敏より連帯保証を受けておりますが、保証料の支払及び担保の提供は行

っておりません。 

 

 

Ⅴ １株当たり情報に関する注記事項 

 

１株当たり純資産額 63,607 円 56 銭 

１株当たり当期純利益  3,831 円 16 銭 

 

 

Ⅵ 重要な後発事象に関する注記事項 

  該当事項はありません。 

 


